
 

［成果情報名］大豆作の単収が減少する中でも総合生産性（全要素生産性）は上昇している 

［要約］生産量を全投入量で割った大豆作の総合的な生産性は、単収が減少する中でも上昇しており、

生産技術の進歩を示唆する。都府県はこの全国値と同様の傾向を示すが、北海道は単収と総合生産性

の両方を上昇させており、近年、これらの値の地域間差は拡大する傾向がある。 
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［背景・ねらい］ 

大豆は水田の転作や畑地の輪作のために重要な作物であるが、単収（単位面積当たりの収量）の全

国値は、積極的な技術開発や普及政策にも関わらず、1980年代から低迷している。その要因として生

産技術水準の停滞が疑われるものの、これら単収や技術進歩の動向に関する定量的な分析事例は少な

い。そこで本研究は大豆生産費統計を用いて、生産量を全投入量で割った総合生産性（全要素生産性

；Total Factor Productivity、TFP）をトルンクビスト指数により計測して、技術水準を示唆する総

合生産性と単収の動向を全国、北海道及び都府県の3区分で明らかにする。 

 

［成果の内容・特徴］ 

１．総合生産性の全国値は、単収が年あたり0.014t/ha減少する中でも、年毎に0.9％ずつ増えるペ

ースで上昇しており（図1(a)、(b)、表1の傾きの値）、この上昇は生産技術の進歩を示唆する。 

２．都府県は全国値と同様の単収の減少と生産性の上昇を示すが、北海道では両方の値が上昇（年

0.013t/haと 1.0％）している（図1、表1）。単収の増加は生産量の増加を通じて総合生産性の

上昇につながるため、この結果は両地域間で生産性の上昇（技術進歩）の要因が異なることを示

唆する。 

３．時系列トレンドの変化を示すChow検定の結果、北海道では2009年以降に総合生産性と単収の上

昇ペースがさらに増加した一方で、都府県では変化しないか又は鈍化していることから（表2の

傾きの値）、両値の地域間差は一層拡大する傾向がある。同時期から、北海道の面積あたりの生

産投入量は全ての要素（農薬・肥料等の経常財、機械、労働）で都府県より大きいことから（図

1(c)～(e)）、都府県より集約的な生産法を採りながら大きな総合生産性の上昇を実現している。 

４．北海道の総合生産性は特に5.0ha以上の層で年毎に2.5％ずつ増える大きな上昇トレンドを示す

（表3の傾きの値）。都府県では多くの規模層が下降トレンドを示すが、経年的な規模拡大によ

り相対的に総合生産性の高い2.0ha以上の層が増加して（図1(f)、表3の切片、傾きの値）、２

の都府県全体の上昇トレンドが生じると思われる。 

 
［成果の活用面・留意点］ 

１．政府統計を利用して大豆作の単収低迷と技術進歩の要因（品種、作付規模、圃場整備等）を定量

的に分析するための基礎的な成果である。 

２．本成果の総合生産性とは、生産量（対数値）と各生産要素のコストシェアで加重平均した全投入

量（対数値）の比を表す全要素生産性であり、トルンクビスト指数により算出したサンプル平均

が概ね1の値である。この値の0.01の増加は、総合生産性の1％の上昇に相当する。 

３．本成果で言う技術進歩には規模の拡大や各種生産要素の変化等に伴なう様々な進歩を含む。 

４．本成果は1987～2015年の全国・北海道・都府県の作付規模別の大豆生産費統計を分析した結果

であり、他の年代、統計および個別事例には適合しない可能性がある。 

 

 



 

 

［具体的データ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 年変数（1987年=1）に対する大豆作の単収（t/ha）と総合生産性（TFP値）のトレンド回帰 

地域 
単収 =  傾き×年数 ＋ 切片  TFP値  =  傾き×年数 ＋ 切片  

傾き  切片   傾き  切片 

全国 -0.014***  2.20  0.009***  0.84

       
北海道 0.013* a 2.20a  0.010*** a 0.91a 

都府県 -0.027*** b 2.23a  0.007* a 0.76a 

註：1)  *、**、***はそれぞれ統計的に5％、1％、0.1％水準で有意であることを示す。 

2) 異なる肩文字は他の水準の推定値と5％水準で有意に異なることを示す。 

3) 有意性検定では系列相関と分散不均一に対応したNewey-Westの修正を行なった。 
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図1 大豆作の単収、各種の生産要素投入量及び全要素生産性（TFP）の動向 

註：(c)と(d)の実質経費額は大豆生産費統計の経費額を農業物価統計の価格指数で実質化した値であり、こ

れらの値を利用してトルンクビスト指数によりサンプル平均が約1のTFP値を算出した。 
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表 2  Chow検定に基づく単収（t/ha）と総合生産性（TFP値）のトレンド回帰分析 

地域と期間 
単収 =  傾き×年数 ＋ 切片  TFP値  =  傾き×年数 ＋ 切片 

傾き   切片   傾き   切片  

北海道 1987-2008 0.014 b 2.20a  0.011* b 0.91 a 
 2009-2015 0.063*** a 0.86b  0.035*** a 0.26 b 
 Chow検定 F = 40.7***  F = 40.6*** 
     

都府県 1987-2002 0.006 a 2.03a  0.028*** a 0.62 a 
 2003-2015 -0.001 a 1.56b  0.016** a 0.52 a 
 Chow検定 F = 61.1***  F = 24.3*** 

註：1) 表中の記号、有意性検定の方法は表1に同じ。 

    2) Chow検定により最も高いF値を示した年をトレンド回帰の変化年（2009年と2003年）とした。 

表3 大豆作の作付規模層における総合生産性（TFP値）

のトレンド回帰 

地域の規模層 
TFP値  =  傾き×年数 ＋ 切片 

傾き 切片 

北海道 0.5-1.0ha -0.006  def 0.96bcd 

  1.0-2.0ha 0.002  bcd 0.98abc 

  2.0-3.0ha 0.006** bc 1.00ab 

  3.0ha以上 0.008*** b 1.03ab 

  5.0ha以上 0.025*** a 0.62de 

都府県 0.5ha未満 -0.011*** f 0.73e 

  0.5-1.0ha -0.007  def 0.96abcde 

  1.0-2.0ha -0.008*** ef 1.11a 

  2.0-3.0ha -0.005  def 1.08abc 

  3.0ha以上 -0.002  cde 1.04ab 

  5.0ha以上 0.006** bc 0.83cde 

註：1) 表中の記号、有意性検定の方法は表1に同じ。 

  2) サンプル数は319（11の規模層×29年）から一部の欠損

値を引いた277である。 


